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短観調査対象企業の見直しに伴う新旧ベースの比較について 

１．概要 

 日本銀行調査統計局では、経済実態をできるだけ正確に把握するため、「全国企業

短期経済観測調査」における調査対象企業の見直しを、原則として２～３年に１度行

うこととしており、今般、その見直しを実施した。このため、2023年 12月調査と 2024

年３月調査との間にはデータの不連続が生じている。日本銀行調査統計局は、このデ

ータの不連続によって生じる「段差」を定量的に評価するために、2024年３月調査か

ら新たに調査対象とする企業に対して、2023 年 12 月時点で予備調査を行い、「全国

短観」について、2023 年 12 月調査の結果を新ベースの調査対象企業で再集計した結

果を３月５日に公表した1。 

 今回の見直しに際しては、当店の調査対象企業についても見直しを実施したため、

当店が公表している「企業短期経済観測調査（長野県）」についても、2023 年 12 月

調査と 2024 年３月調査との間にデータの不連続が生じている。このため、当店でも

2024年３月調査から新たに調査対象とする企業に対して、2023年 12月時点で予備調

査を行い、2023 年 12 月調査の結果を新ベースの調査対象企業で再集計した。再集計

の結果と旧ベースの集計結果との比較は、別添のとおりである。 

２．2024年３月調査（４月１日公表）における 2023年 12月調査の取扱い 

2023 年 12 月調査のデータについては、新旧両ベースのものが存在することになる

が、新ベースのデータは 2024 年３月調査と比較する目的で算出した参考値として取

扱う。 

 

以  上 

  

                             
1 2024 年３月５日付日本銀行調査統計局「短観調査対象企業の定例見直し」

（https://www.boj.or.jp/statistics/outline/notice_2024/not240305a.htm）参照。 
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（別添） 

短観調査対象企業の定例見直しによる新旧ベース比較対照表＜長野県＞ 

―2023年 12月調査― 
 

（調査対象企業数・回答率） （企業の想定為替レート＜製造業＞） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．業況判断 D.I. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社、％）

＜旧＞ ＜新＞

224 220

製 造 業 119 117

非製造業 105 103

100.0 100.0

全 産 業

回 答 率

（回答社数構成比「良い」－「悪い」、％ポイント）

社数 社数

変化幅 変化幅

119 -3 -3 0 117 -1 -4 -3

電気機械 24 4 4 0 24 -12 -4 8

はん用・生産用・業務用機械 35 -3 -9 -6 34 0 -11 -11

　生産用機械 15 -7 -20 -13 14 0 -29 -29

　業務用機械 13 0 0 0 15 -14 -7 7

輸送用機械 8 50 50 0 8 50 50 0

食料品 13 15 15 0 13 7 15 8

金属製品 7 -29 0 29 4 25 25 0

非鉄金属 6 -16 -33 -17 4 0 -25 -25

石油・石炭製品 6 -16 -50 -34 6 -16 -50 -34

105 10 -2 -12 103 9 -2 -11

建設 27 8 -8 -16 28 3 -11 -14

卸・小売 27 11 -4 -15 26 12 -4 -16

　卸売 13 23 8 -15 13 23 8 -15

　小売 14 0 -14 -14 13 0 -15 -15

運輸・郵便 9 33 11 -22 9 33 11 -22

宿泊・飲食サービス 6 50 50 0 8 37 38 1

情報通信 12 -8 -17 -9 12 -8 -17 -9

対事業所サービス 5 -40 -40 0 5 -40 -40 0

対個人サービス 6 17 17 0 3 33 33 0

224 3 -2 -5 220 3 -3 -6

非製造業

全 産 業

最近

2023年12月調査

＜旧＞ ＜新＞

製 造 業

先行き 最近 先行き

（円/ドル）

＜旧＞ ＜新＞

135.24 135.2423年度
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２．製商品需給・在庫水準判断 D.I.（製造業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．仕入・販売価格判断 D.I.（製造業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．売上高 ５．経常利益 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．売上高経常利益率 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前年度比、％）

＜旧＞ ＜新＞

0.6 0.6

内 需 6.2 6.3

輸 出 -4.3 -4.3

2.3 2.3

1.1 1.0全 産 業

製 造 業

非製造業

23年度（計画）

（前年度比、％）

＜旧＞ ＜新＞

-16.5 -16.7

-3.0 -2.5

-14.6 -14.7

23年度（計画）

製 造 業

非製造業

全 産 業

（回答社数構成比、％ポイント）

変化幅 変化幅

-15 -16 -1 -15 -17 -2

27 ― ― 27 ― ―

国内での製商品需給判断D.I.
(「需要超過」－「供給超過」)

製商品在庫水準判断D.I.
(「過大」－「不足」)

最近 先行き 最近 先行き

2023年12月調査

＜旧＞ ＜新＞

（回答社数構成比、％ポイント）

変化幅 変化幅

46 40 -6 45 39 -6

25 20 -5 24 20 -4

仕入価格判断D.I.
（「上昇」－「下落」）

販売価格判断D.I.
（「上昇」－「下落」）

最近 先行き

2023年12月調査

＜旧＞ ＜新＞

最近 先行き

（％）

＜旧＞ ＜新＞

7.12 7.18

3.44 3.44

6.01 6.04

23年度（計画）

製 造 業

非製造業

全 産 業
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７．生産・営業用設備判断 D.I.（製造業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．設備投資 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．雇用関連 

（１）雇用人員判断 D.I. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）新卒採用状況 

 

 

 

 

 

 

 

  

（前年度比、％）

＜旧＞ ＜新＞

54.3 54.7

12.5 12.5

49.4 49.7

23年度（計画）

製 造 業

非製造業

全 産 業

（前年度比、％）

＜旧＞ ＜新＞ ＜旧＞ ＜新＞

22.6 21.8 -2.5 -1.8

-1.7 -1.5 34.6 34.8

16.2 15.7 5.9 6.4

24年度（計画）

製 造 業

非製造業

全 産 業

23年度（計画）

（回答社数構成比、％ポイント）

変化幅 変化幅

10 10 0 10 9 -1
生産・営業用設備判断D.I.
（「過剰」－「不足」）

最近 先行き

2023年12月調査

＜旧＞ ＜新＞

最近 先行き

（回答社数構成比「過剰」－「不足」、％ポイント）

変化幅 変化幅

0 -2 -2 2 -1 -3

-50 -56 -6 -50 -56 -6

-24 -28 -4 -23 -27 -4

製 造 業

非製造業

全 産 業

先行き

2023年12月調査

＜旧＞ ＜新＞

最近 先行き 最近
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１０．企業金融関連判断 D.I. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答社数構成比、％ポイント）

変化幅 変化幅

5 ― ― 6 ― ―

10 24 14 10 24 14

15 ― ― 15 ― ―

資金繰り判断D.I.
（「楽である」－「苦しい」）

借入金利水準判断D.I.
（「上昇」－「低下」）

金融機関の貸出態度判断D.I.
（「緩い」－「厳しい」）

最近 先行き 最近 先行き

2023年12月調査

＜旧＞ ＜新＞


